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　　規制緩和下の独占・競争共存時代における
　　ペル・システム:1957-1973年
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　山　ロ　一　臣
　　１．序
　1957－1973年の16年間は，アメリカ電気通信産業の産業構造と市場体制
における転換期であったと云える。この期間の基本的な変化として指摘さ
れなければならないことは，電気通信の副市場における競争体制の導入傾
向である。すなわち，電気通信の基本的サービス（一般加入電話サービス，お
よび公衆電報サービス）については，今後とも既存の通信事業者による独占
的供給体制が維持されると考えられるが，例えば，専用回線賃貸サービス
市場，あるいは端末機器市場のような副次的な通信市場においては，競争
原理が導入されつつあるということである。このような競争原理の導入の
原因としては，１つには，1950年代末以降の連邦通信委員会(Federal
CommunicationsCommission.以下, FCCと略称）を中心とする規制機関による
通信政策の転換に負うところが大きいのであるが，より根元的には，第二
次大戦後における各種の技術革新（マイクロウェーブ，衛星通信など），およ
び大ロビジネス用通信に関する需要の増大という事実が指摘されなければ
ならない1）。
　1968年のカーターフォン社事件に端を発する自営付属装置および相互接
続に関する規制緩和の問題と，1969年のMCI (Microwave Communications,
Inc.)事件以後の特殊通信事業者の出現との間には，きわめて直接的な相互
影響関係がある。これらはいずれも，本質的には顧客に対する通信サービ
スの選択の多様性の増大にかかおる問題であって，例えば，既存の通信事
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業者のサービスでは満たされない特殊の通信需要にマッチした通信サービ
スを提供することをねらいとした種々の特殊通信事業者の出現を，むしろ
積極的に促進していこうとするのが，この当時のアメリカ通信政策の１つ
の趨勢であったと考えることができよう。そして，このような政策は，陸
上のマイクロシステムを用いた狭義の意味での特殊通信事業者の出現に対
してのみでなく，例えば，国内衛星通信システムの利用体制のありかたに
おいても反映されているとみなくてはならない。さらにまた，特に端末機
器市場における競争体制の導入との関連で云えば，従来の通信事業者と機
器メーカーとの垂直統合を背景とする，極めて閉鎖的な通信機器市場の構
造を打破していこうとする司法省を中心とした反トラスト政策が, FCC
の施策の中に反映されていることも無視することはできない2）。
　本稿は，まず，この期間におけるベル・システムの事業成果について概
観し，未曾有の「繁栄期」から次第に「繁栄の反動期」を迎える要因と
なった独占企業ＡＴ＆Ｔの顧客を無視した戦略のいくつかを明らかにす
る。次いで，ＦＣＣが公益通信事業者の独占的支配に最初の楔を打ち込む
契機となった1959年のアバブ890裁定，および，それに続く1965年の電話
料金調査の意義を検討し，最後に，ＦＣＣによる「なし崩しの規制緩和・競
争導入」の実態とベル・システムの対応，同社への影響等を究明する。こ
れによって，単に電話を架設し，通話の接続交換を行うに過ぎなかった数
年前に比較すると，この期間にアメリカ電気通信産業が提供するサービス
そのものが質量ともに発展したため，同産業の構造および規制方法が格段
に変化し，これが後に，アメリカ通信業界の再編問題へと大きく展開して
いく前哨戦となったことを理解することができるであろう3）。
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　　２．繁栄のカペル時代と繁栄の反動ロムネス時代
　（1）繁栄のカペル時代
　　　　1956年９月19日－1961年８月15日　取締役社長（
1961年８月16日－1967年１月31日　取締役会長
）
　F.P.カペル(Frederick p. Kappel)は，始め取締役社長として後に取締役
会長として約10年間にわたりＡＴ＆Ｔを支配することになるのであるが，
おそらくＡＴ＆Ｔ社史上，もっとも行動力に富んだ経営者であった。彼は，
1902年にミネソタ州で生まれ，1924年にミネソタ大学卒業後，ペル・シス
テム傘下のノースウェスタン。ベル・テレフォン社に入社，保全課員を振
出に，多くの州で技術者としての種々な経験を積んだ後，1942年，同社の
副社長に昇進した。やがてその手腕を認められ，1949年にはＡＴ＆Ｔ本社
の取締役に抜擢され，４年後の1954年にはＷＥ社の社長に昇格し，時の独
禁法違反訴訟に際しては政府との交渉を終結させるための重要な役割を演
じることになる。その後，1956年にＡＴ＆Ｔの取締役社長となるが，1961年
には実質的な最高権力が取締役会長に移り，社長はNo. 2のポストとなっ
た4）。
　図表１は，カペル時代を中心としたＡＴ＆Ｔにおける1958－1967年の10
年におよぶ事業成果の概要を示したものであり，図表２は，そのうち事業
収入，市外通話，１株当たりの純利益等をグラフ化したもので，また図表
３は，1876－1975年における電話局の交換方式別電話機数，および市外通
話の交換手扱いと加入者ダイヤルの推移を示したものである。これによっ
て，この期のＡＴ＆Ｔが順調な成長を遂げていたことを理解できるが，し
かしカペルの最後の年（1967年）には，彼の在職中に続いた財務上の良き時
代は終わりに近づいていた。ジョンソン政権下の金融引締めによる金利上
昇，インフレ高進による資材価格と労務費の上昇，そしてＦＣＣの好戦的
な態度などすべてが複雑に絡み合って，ＡＴ＆Ｔの利益の伸び率は落込む
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図表２　カペル時代のＡＴ＆Ｔ事業成果（1958－1967年）
ことになり，その値は，カペル時代の最初の５年間の35パーセントから最
終年度には僅か８パーセントにまでなってしまったのである。　したがっ
て，一面において次のロムネス時代の経営悪化はカペルの責任でもあった
のだが，しかし，カペルは彼独自の強引な経営によって繁栄の時代に君臨
したのであり，以下において，彼の経営の一端を示し，多くの論争を生ん
だ「全数字ダイヤル(all-number calling.以下, ANCと略称）の導入問題」に
ついて，ここで簡単に付言しておくことにする5）。
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　電話の需要が増え，１つの町に複数の交換局を設置しなければならなく
なると，交換局を区別する方法を探さなければならない。 1880年頃，電話
会社は交換局に名前をつけるようにしたが，交換局名として選ぼれる単語
は，読みやすく，云いやすく，聞きやすく，そして覚えやすくなければな
らなかった。かくして，サンフランシスコでは古い地区の名前を思い出さ
せるKLondike, YUkon, SUtterといった交換局名が慣れ親しまれ，同様に
ニューヨーク人も1879年にさかのぼる最初の交換局名であるSPringを大
切にした。しかし，第一次大戦後しばらくの間に，ダイヤル電話が次第に
普及し，かつダイヤル市外直通電話が導入され，３数字の市外番号がつけ
られるようになってから事態は複雑になってきた。こうして1930年代以降
からベル系・独立系を問わず，全国すべての電話に対して自動化しやすい
統一番号を創るために，アルファべット２文字と５桁の数字(two-letter
fivenumeral plan.2L-5N方式）が大都市で交換局名の標準タイプとなった
　（例えば, GArfieldl-2345をＧＡＩ-2345とした）6）。
　しかし，さらに人口が増加し，1960年以降から電話の市外通話利用率と
加入者ダイヤル通話が急激に高まるにつれ（図表３），新しい問題が生じて
きた。発音可能な交換局名の最初の２文字で始まる電話番号が，すぐにな
くなってしまったのである。またベル研の技術者は，将来を見越して国際
通話に文字が使われた場合には，アルファベット自体やダイヤル配置，そ
れに文字の形が違うために，さらに大きな問題が生じると予測した。論理
的には，アルファべット文字をまったくやめてしまって全部数字の電話番
号を使うようにすれば問題は解決するが，しかし交換局名を４世代にわ
たって使い慣れてきた世代の人にとって，これはあまりにも急激な変化で
あった。最初に全数字ダイヤルを受入れた都市は1958年１月のテキサス州
ウィチタ・フォールズであったが，ＡＴ＆Ｔのカペル社長は，まもなく傘下
のパシフィック・テレフォン＆テレグラフ社を通じてサンフランシスコを
手始めに他の大都市にＡＮＣの全面的導入を命じ，これは反数字ダイヤル
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同盟(Anti-Digit DailingLeague. 通常はＡＤＤＬと略称）の結成による大反対運
動を招く結果となった7）。
　この問題は最終的に1964年３月17日，カルフォルニア公益事業委員会が
パシフィック・テレフォン＆テレグラフ社に対し，「世論は考慮に入れる
必要があるが，局番の不足が予想されるとき，最善で，最小費用で，最も
実際的なシステムを選び出すうえで，全数字ダイヤルはこの問題を解決す
るうえで最も適当なものである。」との判断を示し，一応の決着をみた。そ
の後1966年までに，アメリカとカナダのほぼ侃の電話機はＡＮＣ番号とな
り，1975年の市外通話167億通話のうち88パーセントは加入者ダイヤル通
話となった（図表３）。　しかし，このＡＮＣへの移行問題は，ベル・システ
ム内部においては，広報活動の重要性を深く認識させ多額の資金投下を要
するものとなり，他方，ベル・システム外部においては，多くの人々の心
に非人間的な時代の到来を印象付け，また地区電話システムの成長予測で
重大な誤りを犯した独占企業ＡＴ＆Ｔの身勝手な行動を象徴するものとし
て受けとめられたのである8）。
　（2）繁栄の反動：ロムネス時代
　　　　（1967年２月１日－1972年３月31日　取締役会長）
　H.I.ロムネス(Haakon. I. Romnes)がＡＴ＆Ｔの指導的地位にあったの
は僅か５年間に過ぎなかったが，この期間は，アメリカ全体が黒人問題や
べトナム戦争の後遺症で混乱しており，経済的にもスタグフレーションの
時期であっただけに，ＡＴ＆Ｔの歴史において最も厳しい柁取りを要請さ
れた時代であったと云える。　ロムネスは，前会長のカペルとはまったく対
照的に慎重で思慮深い性格で，活躍した時代背景も異なってはいたが，彼
はノルウェール人を先祖に持ち，ウィスコンシン州スタウトン生まれで，
カペル同様に生粋の中西部出身で根っからの技術者タイプの男であった。
彼はウィスコンシン州立大学の工学部を卒業後，会社での職歴を大恐慌以
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前のベル研究所において回路設計から開始し，後に全国加入者市外ダイヤ
ル方式の考案者となり，1959年から1964年の５年間はＷＥ社の社長，
1964年にＡＴ＆Ｔ本社に移り，1967年から同社の取締役会長となった9)。
　図表４は，ロムネス時代におけるＡＴ＆Ｔ事業成果の概要を示したもの
であり，図表５は，1963－1972年における収入，建設支出，１株当たり利
益の推移をグラフ化したものである。これによって，この期間のベル・シ
ステムがアメリカ経済の不況にもかかわらず，依然として成長を続けてい
たことを理解できるが，しかし，利益の上昇が1969年以来３年間にわたっ
て停滞傾向となったことは注目される。特に1969年は，ベル・システムが
その歴史始まって以来の困難に直面した年であった。すなわち同年７月，
ニューヨークの商業活動の中心地にあるPlaza8電話局の交換機がパンク
図表４　ロムネス時代のＡＴ＆Ｔ事業成果概要（1967－1971年）
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図表５　ＡＴ＆Ｔの事業成果（1963－1972年）
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　1970年代の幕開けとともに，ＡＴ＆Ｔにとって第２の緊急課題となった
のは，株主のみならず顧客の利益をも阻害することになった財源確保の逼
迫，それに伴う電話料金引上げの問題であった。これについてロムネス会
長は1970年度年次報告書の中で，次のように述べていた12)。
　　　　｢1970年には，減価償却費と利益金によっては，べル系各社がその建設計画
　　に必要とした資金の半分もまかなうことができなかった。したがって，残りの
　　資金は例年どおり短期借入金および長期社債の発行によってまかない，今期は
　　約15億7,000万ドルの株式買入れ保証付き社債を発行した。……1970年にベル
　　・システムが発行した社債の利子は，最低7.67パーセントから最高9.43パーセ
　　ントであった。 10年前の負債比率は36.4パーセントであったが，1970年現在，
　　べル・システムの負債比率は約44.9パーセントとなっている。新たに株式を発
　　行しない限り，1971年末の負債比率は約48パーセントになる見込みである｡｣
　　　　｢1970年11月に，ＡＴ＆ＴはＦＣＣに対して，州際収入総額を率にして約６
　　パーセント，金額にして３億8,500万ドル,値上げするための料金改定を申請し
　　た。･……今年(1971年)１月に, FCCは料金改定の実施期日を，この問題に関
　　する公聴会の結論が出るまで延期するよう要請してきた。だが，暫定的な料金
　　改定は認可され，これによって約２億5,000万ドルの収入増が見込まれてい
　　る。｣
　　　　｢ほとんど例外なく1970年に各州で認可された料金値上げは，過去10年以上
　　にわたって初めての全般的料金値上げであった。例えば，ニューヨータ州で認
　　可された料金値上げは1957年以来初めての値上げであった。イリノイ州の場合
　　は1953年以降初めてであり，ミシガン州では1960年以降初めてであった。ま
　　た，現在われわれがペンシルバニア州で申請している料金値上げは1956年以来
　　初めてであり，ニュージャージー州の場合は1958年以降初めてである。この間
　　に，他のほとんどの商品の価格が上昇していることを考えると，電話サービス
　　は依然として世の中で最も安いものの１つであることは明白な事実である。｣
　以上によって，この期間のＡＴ＆Ｔが物品費と賃金の上昇，それに電話
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需要の急増によって金融市場で毎年巨額の資金を調達する必要があった
が，しかし，１株当たりの利益の低下とともに株価は低迷して思うように
増資ができず，結局，必要資金は全部借入金によってまかなわれなければ
ならなかったことを理解できる。こうしてＡＴ＆Ｔは，自己資本を中心と
した資金調達から借金財務への転換一負債比率の上昇一利子率アップ
による金利負担の上昇一州際および州内の電話料金値上げ申請という悪
循環に陥り，このような状況であったため投資家はますますＡＴ＆Ｔ株を
買控えるようになり，1964年には75ドルの高値を記録した株価が1970年に
は40.4ドルにまで下がってしまった。その上，この期間は丁度，加入電話
サービスに代表される伝統的な電気通信サービスに対して，特殊通信サー
ビスや国内衛星通信サービスのような新しい電気通信サービスが出現した
時期とも重なっており，ベル・システムがこのような新しいサービスの施
設建設のために巨額の資金を調達しなければならなかったが，当時の
ＡＴ＆Ｔは，既存の独占サービス提供のための資金調達だけで精一杯で
あったと云える13）。
　新しい電気通信サービスは，通信システムの信頼性，帯域巾，使用時間
帯，通信速度等について利用者ごとに種々異なった要求をもっており，ま
たその通信技術が急速に発展し改善される点に特徴がある。　ＦＣＣは，こ
のような性質を有する新しい電気通信サービスを提供するにあたって，次
の理由により，競争を導入した方が公共の利益に合致すると考えるように
なっていた。①既存の加入電話サービスのように，同質の需要があり，し
かもその需要を満たす通信技術が比較的安定している市場においては，単
一の通信業者が大規模に標準的なサービスを提供した方が効率的であって
　「規模の経済」があるといいうるが，多様で異質な需要があり技術革新が
急速に行われる通信サービス市場においては，必ずしも「規模の経済」は
存在しない。②ベル・システムは独占的サービス提供のための施設に固執
し，新しいサービスのために全く新しい設備を建設するなどの抜本的な措
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置をとる資金的余裕もないし，その意欲にも欠ける。③べル・システムは
その中に専属の通信機器メーカーＷＥ社を有し，必要なハードウェアを子
会社から購入する垂直統合戦略をとっているので，市場開拓，技術革新を
実施することが緩慢になっている。④新しいサービスの利用者は，競争導
入によって幅広い選択と柔軟性を持つことができる。⑤急速に成長する新
しいサービス市場に応じていかなければならないことに伴う通信事業者の
重荷，危険または責任を多数の企業に分散させることができる14)。
　かくしてＦＣＣはこれ以後，電気通信産業の新設分野に次々と競争原理
を導入していくことになるが，ＡＴ＆Ｔがこうした様々な難問に直面して
いる時，さらに同社内部では，病身であったロムネス会長の後継者問題が
浮上してきた。ロムネスの後継者候補としては，取締役副会長のジョン・
Ｄ．デバッツ(ＪｏｈｎＤ.deButts),業務執行副社長のロバート・リリー
(Robert Lilley)の二人かおり，両者ともＡＴ＆Ｔの組織階層の頂点にいた。
最終的にロムネスは，この会社は電話運営現場に精通しているリーダーを
必要としていると語って，1972年４月１日にデバッツをＡＴ＆Ｔの取締役
会長に任命し，リリーは取締役社長として事業の管理的側面を処理するこ
とになった。デバッツは，ＡＴ＆Ｔの新体制を作ってベル・システムの伝統
の力のすべてを結集し，利益の回復に貢献することになるが，しかし同時
に彼は，その会社を連邦政府の権力との致命的な対決に向かわせることに
もなったのである１５)。
　　3. FCC主導型による電気通信規制緩和と電話料金調査
　(1)マイクロウェーブ伝送技術の出現とテルパック・サービスの導入問
　　題
　第二次大戦以後におけるアメリカ電気通信産業の特色としてまず何より
も指摘されなければならないことは，そのめざましい技術革新の進展であ
ろう。 1913年から第二次大戦前までは，ペル・システムがこの分野におけ
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る研究・開発のほとんど排他的な推進力であった。　しかしながら，例えば
マイクロウェーブ伝送技術が第二次大戦中のアメリカの国家的な軍事技術
開発の中から生まれたという例が示すように，第二次大戦以後，政府・公
共機関等も電気通信技術の研究・開発の分野で重要な役割を演ずるように
なってきた。このような通信技術の革新が，アメリカの電気通信産業の構
造，あるいは市場体制にいかなるインパクトを及ぼしたかについて明らか
にされなければならない16）。
　第二次大戦中，防空レーダー用に開発されたマイクロウェーブ(micro-
wave transmission technology.極超短波伝送技術）は，その後の技術革新によっ
て，さらに見通し区間の固定地点間における無線通信技術として改良さ
れ，その設備費用が同軸ケーブルに比べて安く，保守には手間がかから
ず，また建設期間が非常に短くてすむという利点を有し，次第に，従来の
陸上有線通信システムにとってかわられるようになっていった。　しかし，
当初におけるＦＣＣのマイクロウェーブ通信システムに対する基本方針
は，通信事業者の施設がないなどの「特別の事情」に該当する場合に限っ
て，政府と私企業に対しその建設を認可するという極めて限定的なもので’
あった。したがって，マイクロウェーブ通信システムの被免許者は，
ＡＴ＆ＴやＷＵ社のごとき既存通信事業者が中心で，それ以外は消防や警
察等の政府公安業務担当機関，および電力会社・パイプライン会社・鉄道
会社等の路線保有会社（right-of-ｗａｙ company)に限られていた。このよう
なＦＣＣの方針に対し，マイクロウェーブ器具製造業者やその代表者によ
る,エレクトロニックエ業協会(Electronic Industries Association),および急激
に増加しつつあった私設マイクロウェーブ通信システムの潜在的利用者等
から強力な反対運動が起こったため，遂に1959年７月30日，ＦＣＣは「890
メガサイクル以上の周波数割当て方針」（“Above 890mc. Decision”以下，アバ
ブ890裁定と略称）を決定し，いわゆるマイクロ周波数通信システムの建設
・運用に関し自由化を行った。すなわち，これによって私設マイクロ
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ウェーブによる長距離通信システムの認可申請者は，公衆通信事業者への
影響のない範囲で，公共用の890メガサイクル以上のマイクロ周波数を自
由に利用することが可能となったのである１７）。
　ＡＴ＆Ｔの取締役会長で最高経営責任者であったフレデリック・カペル
は，社内に広帯域サービス企画グループを創設し, FCCのアバブ890裁定
の意味を検討させ，適切な対応策の作成を命じた。企画グループは，もし
もベル・システムが今のままでいけば年間100万ドルの利益を失い，私設
マイクロシステム網はいずれ自社の公衆通信網に相互接続させられると予
測した。また，このグループの委員長であったヘソリー・べッティン
ジャー(Henry Boettinｇｅｒ）は，「競争的供給が，重要な成長しつつある通信
事業分野の原則になるだろう」と述べて，アバブ890裁定がＦＣＣ政策の決
定的な転換点になると見ていた。広帯域サービス企画グループは1961年
２月16日，専用線マイクロウェーブ・システムとの競争に対抗するための
新サービスとしてテルパック(Telpak)を提案した。テルパックとは，一言
で云えば特定地点間で大量の通信需要を有する利用者の要請に応えて，音
声通信と非音声通信の双方を伝送しうる種々の帯域巾のチャネルのパッ
ケージを提供するサービスであって，実質上，専用回線の賃貸料金の劇的
な割引をねらいとするものであった。提案されたテルパックの料金表は，
専用線使用者が私設システムを建設する場合に直面する増分コストに基礎
をおいており，小容量回線では従来に比して料金を約半分に引下げ，大口
の。－ザーによって使用される大容量回線では，料金の引下げ率は77パー
セントから85パーセントの範囲にまで及んだ。テルパックは，アメリカ調
達庁や国防省などの政府機関，航空会社をはじめとする大企業から好評を
博してきたが，このような大幅な割安料金が可能となるのは，それは丁
度，品物を卸売りで買えばコストが安くなることと類似していた18）。
　こうしてＡＴ＆Ｔは，大口電話利用者に大幅な専用線料金の割引を行っ
て激しく抵抗したため，短期間ではあるが私設通信システムの急増を防ぐ
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ことができたが，既に1961年１月１日時点で，私設マイクロ無線局の数は
7,600局，免許人は810社に達していた。しかも，この差別的テルパックに
もとづく専用線サービスの提供は，提起されたテルパック料金があまりに
低かったため，ＦＣＣと司法省の両者にＡＴ＆Ｔの略奪的な料金設定に関し
て疑問を抱かせ，通信事業者内部における独占サービスと競争サービスの
間の相互補助(cross subsidization)問題に関心をひきつける契機となった。
1934年通信法は，差別的な料金設定を明確に非合法としており，テルパッ
クは競争の破棄を意図した過剰反応であった。また高利潤ユーザーからの
収益により小規模で高コスト･ユーザーの損失を補填し,電話料金の均一化
のために全国的独占体制を使用しているとするＡＴ＆Ｔの従来からの主張
を弱める結果となり，同時にそれが，ＦＣＣによる小口通信システムＭＣＩの
申請を認可することを促進し，その後における特殊通信事業者出現の土壌
を形成したということができる。つまりテルパック事件は，ＡＴ＆Ｔ側の脅
威と公正競争を期待していた規制者の双方を満足させるような料金に対す
る答えをもたらさなかったのであり，かわってそれは，1956年の和解の土
台を崩しベル・システムと連邦政府との間に，その後10数年にわたる関係
を緊張させ続けることになる不和という問題を創り出したのである１９）。
　ＡＴ＆Ｔはアバブ890裁定に対処するため，テルパック以外にWATS
　(Wide Area Telephone Service.広域電話サービス), WADS (Wide Area Data
Service.広域データサービス）等の新サービスを導入した。前者は，加入者が
州内かまたは加入者の選択する数州にまたがる地域において，毎月一定額
の均一料金で通話することができるものであり，この地域内ではいくら頻
繁に，またいかに長時間通話しても料金は不変というものである。また後
者は，音声通信用のＷＡＴＳと同様の広域サービスをデータ伝送用のため
に提供する電信印字交換サービスである。 WATS は1961年１月15日から
提供されたが，ＷＡＤＳについてＦＣＣは1963年８月５日，「不合理な程度
に差別的」であるとしてその全面的撤回を命令した2o）。
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　要するに, FCCのアバブ890裁定を契機として，ＡＴ＆Ｔは私設マイクロ
システムに対抗し，また利用者の需要に応ずるためサービス内容を多様化
する方向をめざすことになったが，このことにより従来，比較的明確だっ
た電話産業と電信産業の分離があいまいなものになり，ここに両者の間に
新たな競争関係が導入され，ＦＣＣによる実態調査の開始へと導く結果と
なったのである21）。
　（2）ＦＣＣによる国内電信調査とＡＴ＆Ｔ料金調査
1.国内電信調査：ＴＷＸの譲渡，７分類によるコスト調査
　第二次大戦後，電話サービスに対する需要が著しく増加したのと対照的
に，一般公衆電報サービスに対する需要は，特に1945年のＷＵ社とポスタ
ル電信会社との合併以後に大幅に減少した。 1968年の電報総数は1917年の
数字を下回り，第二次大戦当時の60パーセント程度に減少したのである。
それに伴いＷＵ社の経営状態は悪化し，サービス基準を確保したり設備近
代化のための資金調達が困難になるなどの事態が生じ，このことが公共の
利益の面からも重大な関心の対象となったこと，またベル・システムと
ＷＵ社との間に新しい競争関係が生まれ，これが規制上にも種々の問題を
提起したこと等の理由から，ＦＣＣは1962年に電話電信委員会を設けて国
内電信調査を開始した22）。
　このＦＣＣの電話電信委員会は４年に達する調査ののち，1966年４月29
日に報告書を提出したが，それは次の２点において重要な意義を有してい
た。第１に，ＷＵ社を成長性ある企業とするため，ＷＵ社のサービスと競
合するベル・システムの印刷電信交換サービス(Teletypewriter Exchage
Service.以下，ＴＷＸと略称）をＷＵ社に移譲し，さらにＡＴ＆Ｔが今後電信
交換市場に再参入することを排除する勧告が提起されたことである。この
国内電信調査の勧告が１つの契機となって，ＡＴ＆ＴのＴＷＸ施設のwu
社への譲渡契約が両者間で1969年１月15日に締結され，1970年７月28日に
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はＦＣＣによってＴＷＸ譲渡に関する最終的認可が与えられ，1971年３月
31日にＷＵ社がそれを買収した。第２は，電話電信委員会による国内電信
調査の一環として，同委員会はＡＴ＆Ｔに対して同社の提供する「７種類
の州際サービスの各々についての投資，収入，支出および収益に関する調
査」(Seven Way Cost Study. 以下，「７分類によるコスト調査」と略称）を行うよ
う要請したが，その結果が1965年９月10日にＡＴ＆Ｔから提出されたこと
である。（図表６）。これによって，ベル・システムの提供する７種類のサー
ビスのうち，ＴＷＸ，専用線電信，テルパックのような競争的に提供される
サービスの報酬は，それぞれ2.9パーセント，L4パーセント, 0.3パーセ
ントであったが，ベル・システムの独占的提供サービス（一般市外電話や
ＷＡＴＳ）については，報酬率は10パーセントを越えるものであったことが
判明した。すなわちこれによって，べル・システムが独占市場から得た利
益をもって競争市場のサービスの欠損を補填している疑いが強まり，この
ような独占的サービスと競争的サービスとの間での相互補助の妥当性が問
題となったのである２３）。
2. AT&T料金調査：公正報酬率，州際料金の値上げ申請
　この「７分類によるコスト調査」が刺激となって1965年10月27日, FCC
による最初の公式的な「ＡＴ＆Ｔ料金調査」が開始されることとなったので
あるが，このＦＣＣの調査内容は，次の３つの段階に分けられていた24）。
　第１Ａ段階：ベル・システムの州際・国際サービス料金は公正か。
　第１Ｂ段階：ベル・システムの料金構造，および個別サービス料金設定
　　　　　　　方法は適正か。
　第２段階：ＷＥ社の価格設定と利潤は妥当か。
　このうち第１Ａ段階については, FCCは1967年７月５日に中間裁定を
発表し，その中でベル・システムの州際・国際通信サービスの公正報酬率
は7.0―7.5パーセントの範囲でなければならない旨の判定を下した。ここ
にいう公正報酬率とは，その事業に投下された資産に対してどの位の利益
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　（報酬）を獲得することが公正かを表す比率である。アメリカでは電話料
金の値上げについては, FCCおよび各州公益事業委員会の認可を必要と
するが，その認可のための重要な指標としてこの公正報酬率がある。すな
わちアメリカにおいては，公益事業は料金総収入としてコスト（運営費,減
価償却費，および税金）を回収することができるだけでなく，これに加えて
その事業に投下されている資産に一定の率（公正報酬率）を乗じた額を公正
報酬として獲得することができるという原則がある。ただ，レート。ベー
スに含まれる資産の範囲の設定は極めて困難であるので，資産にかえて総
資本（資本十負債）を用い，これに対する資本コスト方式を用いて報酬率を
算定する。 ＦＣＣは，公正報酬率を求める公式（公正報酬率＝他人資本コスト
×負債比率十自己資本コスト×自己資本比率）のうち３つの要素，すなわち負
債比率，利子率，および自己資本利益率のそれぞれについて審理し，報酬
率を決定する。
　一方，第１Ｂ段階については，個別料金水準の決定において全額配分原
価方式（全額配分原価は過去の実績額を基礎として計算され，共通経費の恣意的な
配分を伴う。）を主張するＦＣＣやＷＵ社と，長期増分原価方式（増分原価な
いし追加原価とは，サービスの拡張にともない新規に必要とされる追加的な費用の
ことであって，現在および将来において必要が予想される費用データにもとづいて
計算されるものである。）を主張するＡＴ＆Ｔが激しく対立し, FCCは結局，
これらの論争点について最終的な判断を打出すことができず，1970年２月
18日にＦＣＣによって「裁定なし」という形で調査が打切られた。なお，第
２段階のＷＥ社の価格設定と利潤の妥当性については，その後もＦＣＣに
よる調査は継続された25）。
　ＦＣＣの命令により，州際サービスについてはこれまで何回か値下げが
行われてきた。 ＦＣＣは既述のごとく1967年７月５日に裁定を下し，
ＡＴ＆Ｔの州際・国際サービスの公正報酬率について7.0-7.5パーセント
が適正であると定め，ＡＴ＆Ｔに対し1967年９月１日から30日以内に州際
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・国際サービスの料金を年額１億2,000万ドル値下げするよう命じた。さ
らにＦＣＣはＡＴ＆Ｔに対し，1970年１月１日から州際・国際電話料金を１
億5,000万ドル値下げするように命じた。しかしながら，これら一連の値
下げは，インフレの高進とともに州際・国際電話部門の収益性の悪化をき
たし，ＡＴ＆Ｔは1970年11月20日，ＦＣＣに対し州際・国際電話サービスの
公正報酬率を9.5パーセントとする，年額にして３億8,500万ドルの値上げ
を申請した。この申請は，おりしも進行中のニクソン政権のインフレ抑制
策の影響を受けて認可がなかなかおりず，1971年１月に年額１億7,500万
ドルの暫定値上げを認められたものの，最終的決定がなされたのは1972年
11月22日のことであった。 ＦＣＣはこの裁定でＡＴ＆Ｔの州際・国際電話部
門の公正報酬率を8.5―9.0パーセントとし，年額１億4,500万ドルの値上
げを認めた26）。
　以上のような調査を通じて結論的に云えることは，ＦＣＣが従来の「一般
的概括的監督」の立場を抜け出して，ベル・システムの料金政策について
直接的な把握をする必要にせまられてきたということであろう。すなわち
ＦＣＣは，上記の電信調査あるいはＡＴ＆Ｔ料金調査を通じて，通信事業者
の料金政策に対する指針(guide-line)を確立するという作業にまきこまれ
ていったのであるが，ここでの料金政策に関する主要な問題点は次の２つ
に要約することができよう27）。すなわち第１に，通信事業者が基本的な独
占サービスのほかに，その施設を供用して付帯的な競争サービスをも提供
している場合，付帯的なサービスにおける「正当かつ合理的」な料金とは
如何なるものであるか，ということである。つまり，通信事業者の提供す
る種々のサービス種別間の相互補助を認めるべきか，また認めるとすれば
どの程度の規模で認めるべきかの問題が，単なる通信事業者内部での自主
的な経営政策の問題でなしに，まさに政府の公共政策の問題として検討さ
れざるを得ないことになったのである。第２に，料金政策の面において
は，例えば，新しく参入する特殊通信事業者は，少なくとも当初は大都市
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間の経営効率の高い地域のみでサービス提供する可能性が強いのであるか
ら，既存の通信事業者も，これに対抗し競争条件をそろえるために，専用
線サービスのような競争サービスについては従来の全国的な均一料金主義
を修正して，新規参入者に十分太刀打ちできるような料金構造に改める必
要がある。この面からはむしろ，規制当局による料金規制を緩和して通信
事業者の自主性を高める必要にせまられるものと考えられ，競争的に提供
されるサービス間の公正競争の確保ということが公共政策の重要な課題の
１つになったと云えるのである２８）。
　　4. FCCによる競争導入政策とベル・システムの対応
　（1）加速化される競争導入の実態とベル・システムの対応
　ＦＣＣは1959年のアバブ890裁定以後，通信網を構成するネットワークと
端末機器について1960年代末より競争導入を加速化・本格化していくが，
その理由として次のような要因を指摘できる。①各種の技術革新（マイク
ロウェーブ，衛星通信など）により，電気通信市場の様々な分野について既
存の電話会社以外の参入が可能となってきたこと（供給要因），②電話の普
及一巡後，非電話系サービスや末端機器の機能・デザインなど需要が多様
化・高度化してきたこと（需要要因），③大容量伝送技術の革新に伴い，長
距離通信サービスの料金（特に高トラヒック区間）はコストに比較して極め
て割高となったので，高トラヒックの長距離通信市場への参入が容易に
なってきたこと，④ＡＴ＆Ｔが需要の多様化・高度化に対して迅速に応え
ておらず，また1969年のニューョーク市におけるサービス悪化問題の発生
などにより, FCCに部分的に競争を認めさせていく結果となったこと，⑤
電気通信の枠組みを規定する1934年連邦通信法および若州公益事業法にお
いて，独占は規定されておらず「事実上の独占」であったこと，⑥1964年
から1974年までＦＣＣ公衆通信事業局長を勤めたバーナード・ストラス
バーグ(Bernard Strassburg)が，大企業について強い疑問を持ち，ＡＴ＆Ｔ
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の拡大を阻止しベル・システムの領域に競争手段を導入することに積極的
であったこと，⑦ＡＴ＆Ｔのロムネス会長も，1968年９月５日の幹部会議
における新政策発表の席で，純粋に技術者の立場から，電気通信の新時代
の到来とネットワークの開放を強調し，「競争を歓迎する」との見解を表
明していたこと，⑧1968年12月７日に民主党ジョンソン大統領に提出され
た。－ジン・ロストウ(Eugene Ｒｏｓtｏｗ）報告が，公正な競争原理に基づく
総合的な通信政策の必要性を唱えていたこと，等である29）。
　このうち最後のロストウ報告について，若干の説明を加えておこう。こ
れは，1967年８月］｡4日付けの通信政策に関する大統領教書に基づいて設置
された「通信政策に関する大統領特別委員会」が，1968年12月７日付けで
大統領（当時L. B.ジョノンソン）宛てに提出した報告書（Final Retort，
President' s Task Force on C ommunic ations Policy! Established Pm･suant to the
Ｐresident' s Message on C ommunic ations Policy, August 14. 1967,U.S.
Government Printing Office. 一般に委員長を名をとってロストウ報告と呼ばれる。）
であり，その主たる論点は次の４つに要約できる。①一般加入電話サービ
スの性質から一元的管理は依然として重要であるが，一般加入電話サービ
スに付随するサービス，例えば都市間専用線サービスの提供事業への自由
参加は妥当と思われる。②通信機器の供給市場への幅広い参加の機会が探
究されるべきである。③有効な規制を行うために，ＦＣＣと行政府双方での
能力の強化が必要であり，また1934年通信法は，急速度の変化を遂げつつ
ある技術的環境の中で効果的な規制を行えるようにするために若干の修正
を必要とする。④通信衛星は国内通信需要を満足させるために重要な役割
を演ずるであろうが，その運営にあたっては，通信衛星会社コムサット
（1962年８月設立）を中心とする独占的な多目的衛星システムの実現を計る
べきである。（報告書には，このほかにもケーブル・テレビや電磁スペクトラムの
利用と管理についての提言があるが，ここでは省略しておく。）ロストウ報告は，
ジョンソン大統領の任期中に提出されたが，その任期が残り少ないことも
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あって内容は一般公開されなかったが，1969年５月下旬に上院通商委員会
の委員の強い要請に答え，ニクソン政権は同報告の勧告をそのまま施策に
移す意図はないとの注釈付で公表に踏切った。　しかし，この報告書を作成
した特別委員会には，ＦＣＣのハイド(R. Hyde)委員長を始め，国務省，法
務省，商務省の政府高官，学者，電気通信業界グループの多数の会社の代
表らが参加しており，また１年４ヵ月の歳月を費やした調査・研究が通信
政策上の基本問題に対する解答を含んでおり，こうしてロストウ報告は，
その後のアメリカ通信政策の共有財産となり重要な指針となったのであ
る3o）。
　以上の考察をふまえて，ここでＦＣＣによる競争導入の実態とそれに対
するベル・システムの対応の概要を明らかにしておくことにする31）。
1.特殊通信事業者の出現
　ＭＣＩは，1963年にシカゴとセントルイス間の固定地点間マイクロ通信
サービスを提供するため，その認可申請をＦＣＣに提出したが，この専用
チャネルは，音声，データ，ファクシミル等の種々の形態の信号を伝送す
ることが可能であり，また顧客は様々の帯域巾のマイクロ回線（それは全回
線区間でも，任意の一区間でも良い）を借りることができ，個性的・異質的な
ビジネス用通信需要に柔軟に対応しうる特徴を有していた。　これに対し
て，ＡＴ＆Ｔ,ＷＵ社を中心とする既存通信事業者たちは，①ＭＣ１通信サー
ビスに対する需要存在の否定，②二重投資の不経済性，③ＭＣＩの法的・
技術的・財政的資格の欠如，④混信の危険性等を主張して反対したが，
1969年８月13日, FCCは４対３でＭＣＩの申請を全面的に認める旨の裁定
を下し，1972年１月１日から正規の商業的運用が開始される運びとなった。
その後，これと同種の私設マイクロウェーブ通信システムの認可申請が相
次ぎ，申請者は30敬礼に達したが，その中には，1965年２月にデータ伝送
を目的として全国規模の全デジタル交換通信網の建設申請をＦＣＣに提出
したデイトラン社(Data Transmission Ｃ０.1976年９月にＳＰＣ社によって買収さ
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れる），親会社サザン・パシフィック鉄道の所有する国内最大の私設マイ
クロウェーブ網を利用して通信事業に参入したＳＰＣ社(Southern Pacific
Communications Ｃ０.1970年１月設立）等が含まれる。 ＦＣＣは，これらの認可
申請に関する個別審査に入る前に，従来の既存通信事業者による画一的・
標準的サービスにあきたらず，融通性に富んだ通信サービスの提供のため
に新興してきた特殊通信事業分野に対し，一般的にいかに対処すべきかの
基本方針の策定の必要性を痛感し，1970年７月にそのための調査を開始す
ることを公示した。そして1971年６月３日，一定の技術的・財政的条件を
満たしていれば，どの申請者に対しても特殊通信サービス分野への新規参
入を認めることが公共の利益に添うものであるとの裁定を下し，ここに従
来の独占的長距離専用線分野に競争原理が導入されることになったのであ
る３２）。
　ＡＴ＆Ｔが，このような特殊通信事業者の出現に対処し，その市場支配力
を維持するために取った戦略は次の２つである。すなわち，その第１は，
競争的ネットワークの潜在的参入範囲を制限するため，法的に可能なかぎ
り相互接続制約(interconnection restriction)を使用することであり，第２
は，参入意欲を低下させるため，大幅な料金引下げを件う価格体系の修正
　(price structureｍｏ?ication)を実施することであった。 ＭＣＩは，前述した
シカゴ＝セントルイス間のルートでの端末回線を，シカゴにおいては
ＡＴ＆Ｔ傘下のイリノイ・べル電話会社，またセントルイスではサウス
ウェスタン・ベル電話会社から仮契約に基づき賃借していたが，新たに20
都市を結ぶ専用線サービスを提供するにあたって, FX (foreign exchange.
他局加入サービスとは，他の特殊通信事業者の回線と相互接続して通し回線を提供
するような州際専用線サービスで,特に密集都市における通信に効率的であった。）
およびCCSA (common controlswitching arrangements. 共通制御交換サービス
とは，加入者が電話会社のＣＣＳＡと接続することにより，ベル・システムのすべて
の回線との相互接続が可能となる専用線サービスをいう。）を含む端末回線の賃
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借交渉を各ベル系電話会社との間において開始した。これは各ベル系電諸
会社に対し，特殊通信事業者にもＡＴ＆Ｔ長距離部門と同様の条件で相互
接続を提供せよとの要求を意味していた。これに対してＡＴ＆Ｔ側は，各
地方電話会社と特殊通信事業者間の問題は若州規制委員会の権限内の問題
であり，その認可が必要であるとしてＭＣＩの申し入れを拒否した。　しか
し1973年10月にＦＣＣは，1971年６月の特殊通信事業に関する最終裁定の
趣旨に基づき，特殊通信分野での完全かつ公正な競争とはＡＴ＆Ｔの長距
離回線部門と特殊通信事業者の自由競争を意味し，この考えに従えばベル
系電話会社といえども両者を差別的に扱うことはできないとし，1976年６
月までにＭＣＩを含むすべての特殊通信事業者は完全な相互接続の権限を
持つに至った。
　ＡＴ＆Ｔが，特殊通信事業者に対して取った第二の戦略は，従来からの全
国均等料金制(nationwide average pricing.収益性の高低にかかわらず，全国規模
において同一品質のサービスを平均的な同一料金で提供する料金体系をいう。）を
改訂し，収益性の高いルートでのみサービスを提供する特殊通信事業者に
　「クリーム・スキミング」（“cream skimming” うまみのある部分だけをすくい
取ってしまうこと）を許す結果を排除するため,地域別の個別料金体系(route
pricingor differentialrate structure)を採用したことである。ＡＴ＆Ｔは,1973
年２月にいわゆるHi-Ｌｏ料金制（高密集ラインに対して，１マイル当り0.85ド
ルの料金引下げ，低密集地域間，または高密集と低密集間のラインに対して１マイ
ル当り2.50ドルの料金引上げ）を申請し，それは翌1974年６月13日に発効し
たが，その後1976年４月に新料金制ＭＰＬ（Ｍｕltレｓchedｕｌｅ Private Line. 1976
年８月20日から実施）を提出した。これは，アメリカ全土を収益性の高い通
信過密ルートと低いルートに分け，それぞれのコストに見合った料金を課
すという点ではHi-Ｌｏ料金制と同様であったが，ＭＰＬ料金制では，ルー
ト別１マイル当りの料金が距離の増大に応じて低下する点で異なってお
り，顧客を競争的ネットワークに相互接続するため，ＡＴ＆Ｔの短距離通信
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区間を大いに利用する特殊通信事業者の競争力低下に極めて有効であった。
また，このほかＡＴ＆Ｔは，1969年11月から広帯域回線11,000シリーズと
称する専用線の共同使用を認可したサービスを試験的に実施（1972年２月
１日以降，中止）し，更に, MCIやデイトラン社によるデータ伝送に適した
通信網の建設に対抗するため，1974年から新しいデータ伝送用通信網の建
設を開始するなど，通信回線利用の多様化にも努力を続けたのである34）。
2.端末機器市場の開放
　1960年代末以降のアメリカ電話事業において，政府規制が大幅に緩和さ
れ，競争原理が積極的に導入された第二の分野は端末機器(terminal equip-
merit)市場であった。従来，ＡＴ＆Ｔなど既存の通信業者たちは，そのタリ
フ(tariff営業規則）において，「電話会社が提供したものでないかぎり，い
かなる設備，機器，回線，製販も，電話会社の提供する装置に物理的ある
いは誘導，その他の方法で附加または接続してはならない」と規定し，電
話加入者の自営付属装置と，電話会社の提供する設備との相互接続を全面
的に禁止していた。ＡＴ＆Ｔ側の主張するところによれば，電話サービスと
端末機器の結合は，粗悪な器具による災害から全国的通信ネットワークを
保全するために必要であるというものであったが，これに対して独立系の
電話機器メーカー等から，それは端末機器と電話回線との不法な抱合わせ
販売であるとの批判も加えられていた。こうした事態を背景として，ハッ
シュ・ア・フォン製造会社（Ｈｕｓh-Ａ-ＰｈｏｎｅCorporation)は，「電話加入者が
一般公衆に損害を与えることなく，自己に有用な方法で他の装置を電話機
に結合して使用することを，タリフにおいて禁止することは不当である」
として司法的救済を求め，ＦＣＣも1957年２月，ＡＴ＆Ｔに対しハッシュ・
ア・フォンの使用を認めるよう営業規則の改訂を命じることとなった。こ
のハッシュ・ア・フォンとは，話し手の声を外にもらさないため電話機
（送話器）に取付けるコップ状の簡単な用具で，喧騒な場所からの通話を容
易にするものであった35）。
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　その後，数年にわたって比較的厳重な制限のもとに，自営の応答記録装
置，警報検出装置等の使用が例外的に認められるようになったが，端末機
器市場が一般に広く開放され，競争がより大幅に導入されるようになった
のは，1968年６月26日, FCCがカーターフォン(Carterphone)事件につい
て次のような裁定を行った以降のことである。すなわち，その内容は次の
２点に要約できる。①カーターフォン装置は，これまでに対応できなかっ
た通信需要を満足させるものであり，電話網に悪影響を与えないこと，②
従って，カーターフォンの使用を禁止するＡＴ＆Ｔ等の自営付属装置に開
する禁止条項を含むタリフは，1934年通信法202条（ａ）項（公衆通信業者が，な
んらかの方法で直接または間接に同種の通信業務のための，またこれに関する料
金，実施方法，サービスの種類，施設，業務等について不当もしくは不合理な差別
を行い，または特定の個人，階層，地域に対して不当または不合理な害もしくは不
利益を与えることは違法とする｡）に違反する。カーターフォンとは，移動無
線システムの基地局と電話回線網とを音響・誘導的に相互接続する装置
で，それは，テキサス州ダラスのカーター電子社(Carter ElectronicsCo.)に
よって，1959年から生産開始されて1966年までに約3,500台が販売され，
特に電話サービスの存在しない僻地で作業する石油パイプライン会社等で
多く利用されたものである。このようなカーターフォン事件を契機とし
て，全米に約250社余りの相互接続供給会社(interconnect Supplier)が出現
したが（その大部分が小規模なローカル会社で，全国的なサービス提供は上位５
社，すなわちArcata Communications社, United Business Communications 社，
Universal Communication Systems 社，ＩＴＴ＆ＣＥＳＤ社,RCA Service 社であっ
た。）その主たる要因として，利用者は端末機器の価格，機能，形態に対し
多様な要望を有していたが，創業以来「一つの政策，一つのシステム，普
遍的なサービス」（“one policy,one system, universalservice”）の提供を終始一
貫した経営理念として持つ既存通信事業者によって，それらが充分満たさ
れなかった点を指摘できるであろう36）。
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　ＡＴ＆Ｔは，ＦＣＣ裁定を受けて営業規則の改訂を行い（1968年10月22日に
ＦＣＣに提出，翌1969年１月１日から発効），ＡＴ＆Ｔ等が提供する直営の結合装
置(connecting arrangement)および回線網制御信号装置(network control
signalingunit)を通じてのみ，加入自営の付属装置および私設システムを公
衆通信回線網に接続することを認めることとなった。相互接続の端末機器
市場で競争が最も激しかったのは, PBX (private branch exchage. 業務用私設
交換台），ＫＴＳ（keｙtelephone system. 何本かの回線に応答できる押ボタン付き電
話装置）およびモデム（ｍｏｄｅｍ.データ伝送のための端末機器を電話網に接続す
るデータフォン・データセット）分野で，例えば，前二者についてベル社と相
互接続供給会社との競争関係は図表７のとおりであった。これによって，
カーターフォン裁定から五年後の1974年までに，新規参入接続業者の
ＰＢＸ,ＫＴＳ両市場におけるマーケット・シェアーは僅か3.7パーセントに
すぎなかったことが明らかであるが，これは，ＡＴ＆Ｔが先のタリフで直営
の接続装置等の使用を義務づけた結果，電話会社と自営端末機器業者との
間の競争が不公正になっているとの不満を生むことにもなった。そこで，
相互接続の技術的側面について国立科学アカデミー(National Academy of
Sciences)の調査結果（1969年７月から実施して1970年６月10日に，電話回線保護
のため一定の技術的規制条件を課して相互接続を推進すべきとする最終報告を行
う。）等を参考にし，ＦＣＣは1975年10月に端末機器に関する登録制度の採
図表７　べル社と相互接続供給会社のＰＢＸおよびＫＴＳにおける競争関係
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用を決意,その発効を最高裁の最終認可が得られた1977年10月17日以降と
決定した37）。
　登録制度(registration program. 従来は「認定」を重視してcertification
programと呼ばれていた。）とは，「ＦＣＣに登録された適切な保護回路を備え
た装置，またはＦＣＣに登録された端末装置は，通信事業者が提供する接
続装置なしで電話網に直接接続できる」というものである。これは，1975
年10月以降，更に二度にわたるＦＣＣ命令（1976年３月および1978年４月）を
通じて登録範囲の拡大が行われ，最終的に，公衆電話，共同電話を除くす
べての機器（ＰＢＸ，ボタン電話装置，小型電話機，装飾電話機，自動ダイヤル装
置，データ通信用モデム等）に適用されることとなった。但し，登録された端
末装置もしくは保護回路を電話網に直接接続しようとする者は，無制限な
接続から電話回線を保護するため，回線を所有する電話会社に対し通知義
務を有したが，1979年のＡＴ＆Ｔ等の調査によれば，自営端末装置のうち
約80パーセントが無届け架設されていたと推測されている。こうして，新
しく聞かれた相互接続市場における競争に対処するため，ＡＴ＆Ｔは，
ＰＢＸやボタソ電話を事務用ユーザーに販売するため，従来以上に積極的
なマーケティング活動を展開するとともに，住宅用電話についても，多数
の電話展示販売ストアの開設，1974年以降からミッキーマウス電話のごと
き装飾電話機の発売等を行い，これらはかなりの成功をおさめたのである。
また，べル系電話会社では，直営の本電話機または付属電話機を使用する
加入者に対して，地域の状況に応じ月額55セントから70セントの割引きを
行うようタリフを改定し（例えば，マサツセッツ州では月65セントの割引き），
その結果，特に住宅用電話の利用者にとって自営機器を接続することの経
済的利益は著しく減殺されていった38）。
3.国内衛星通信事業
　1957年のSputnik (ソ連），1958年のExplorer (アタリカ）に始まる衛星通
信技術の開発は，それまでの地上通信技術に比し，①同時に複数の地球局
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と通信できる，②その通信容量を多数の通信目的のために弾力的かつ迅速
に再配分ないし転用できる，③距離の概念が存在せず，長距離通信に有効
である等の利点を有し，先ず国際通信事業に対して大きな影響を与えた。
そして，そこで提起された最初の重要な問題は，アメリカにおいて誰がこ
の新しい技術を活用した国際衛星通信システムを所有・支配すべきかとい
うものであった。これについて，通信衛星を既存の海底ケーブル施設の延
長線上の問題として取扱い，その独占を主張したＡＴ＆Ｔ,ＷＵ社，ＩＴＴ等
の国際通信事業者と，それに反対する独立系端末機器メーカー（ＧＥ社）お
よび航空宇宙産業会社（ロッキード社）との間で激しい対立が生じたが，米
議会は1962年に両者の妥協の産物ともいうべき通信衛星法(Communica-
tions SatelliteＡｃt）を制定し，これによって同年８月，アメリカにおける国
際衛星通信サービスを独占的に提供するための通信衛星会社コムサット
（ＣＯＭＳＡＴ:Communications SatelliteCorporation)が設立された。コムサット
は，私企業形態をとりながら政府規制に従う特殊法人で，株式の50パーセ
ントが国内および国際通信事業者（最大株主はＡＴ＆Ｔ），他は一般大衆に
よって所有され，その運営は，通信事業者，大衆株主，合衆国大統領の三
者によって選任された取締役会に任されることとなった39）。
　国際通信の分野で既に証明された衛星通信システムの画期的成功に続
き，これを国内通信にも利用するための計画が相次き≒そうした試みの嚆
矢となったのが，1965年９月のABC (American Broadcasting Ｃｏ.）によるテ
レビ専用国内衛星通信システムの認可申請であった。アメリカ三大放送会
社の一つＡＢＣは，従来，ＡＴ＆Ｔから賃借していたテレビ中継専用線に代
り，ニュ一ョークおよびカルフォルニアの地上局から衛星を中継して，番
組を米国全土のＡＢＣ系放送局へ送信するための国内衛星通信システムの
建設申請をＦＣＣに提出した。しかし，このＡＢＣの申請は，国際衛星通
信のみならず国内衛星通信事業についても法律上の唯一の運営体であると
主張するコムサットの反対により，翌1966年３月に却下された。この事件
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を契機として，現行ＦＣＣ規則の対象となっていない国内衛星通信に関す
る基本政策の確立が進められ，特に1970年１月23日，ニクソン政権はＤ．
バーチ(Dean Ｂｕrch）ＦＣＣ委員長に対し，この分野にも競争原理を導入す
べきであるとの勧告を提示するに至った。これは，コムサットを中心とす
る独占的な多目的衛星通信システムの実現を提言したジョンソン前大統領
の特別委員会報告（ロストウ報告）とは極めて対照的で，そうした背景に
は，その後の衛星通信技術の一層の発展により，衛星の打上げ費，地上局
の建設費，および運用費が大幅に低下して参入希望者が増大したこと，ま
た多数の企業が競争的に参入することによって，最も効率的な運用方法が
開発されることを期待したためと思われる4o）。
　このニクソン提案を受けてＦＣＣも，1972年６月16日に「複数参入政策」
　（“multipleentry policy”より一般的にぱopen sky policy”と呼ばれる）を決定
し，「申請者が，国内衛星通信サービスを提供するために必要な財政的・
技術的資格条件を満たすことを立証し，また公共の利益に合致するという
事実認定を得れば，すべてが認可される」こととなった。但し，ＡＴ＆Ｔだ
けは当初，公正な競争を維持するために，国内衛星を非独占的な専用線
サービスに利用できないとする条件が課されていたが，それは1972年12月
にＦＣＣ最終決定によって，ＡＴ＆Ｔがその所有するコムサットの株式（全
体の29パーセント）を売却することを条件として，次のいずれの場合にも
ＡＴ＆Ｔからの要望の有無を問わず当然に撤廃されることとなった。すな
わち,①他の国内衛星通信事業者の事業運営が軌道にのったとき,および②
ＡＴ＆Ｔが，国内衛生の運用を開始してから三年が経過したときである41）。
　以上によって，国内衛星通信分野の門戸が開放された結果，アメリカに
は多数の衛星通信システムの建設が申請されたが，1974年１月, RCA社
の完全所有子会社ＲＣＡアメリコム社（ＲＣＡ American Communications Ｃｏ.）
は，テレサット・カナダ社のアニタ２号衛星の賃借により，アメリカ最初
の国内衛星通信サービスを開始することとなった。自社所有の衛星による
　　　　　　　　　　　　－130（31）－
最初のサービスは，1974年４月にＷＵ社のウェスター(Westar) 1号の打
上げによるもので，同年８月には，このウェスター・システムを賃借した
ASC (American SatelliteCo. FairchildIndustriesInc. の完全所有子会社として
1972年８月に設立）も，ニューョーク，ダラス，ロサンゼルス間で国内衛星
通信サービスを開始した。ＡＴ＆Ｔは，既に1976年７月にＧＴＥサテライト
社(General Telephone 社の国内衛星通信子会社）と共同でコムサット・ゼネラ
ル社(Comsat General Co. コムサットの国内衛星通信会社）から賃借したコムス
ター・システム（コムスター１号衛星は1976年３月，同２号は1976年７月，ま
た同３号は1978年６月に打上げられた）により，当初，一般市外通話(message
tolltelephone) ,広域電話サービス(wide area telephone service)および政府
用通信サービスに限定された国内衛星通信事業に参入していたが，３年の
暫定停止期間を経過した1979年から，衛星通信による専用線分野にも進出
していった。　しかし，その後最も注目を集めた衛星通信システムは，情報
処理業界の雄ＩＢＭが，コムサット・ゼネラル社およびエトナ生命保険会
社をパートナーとして1975年９月にSBS (SatelliteBusiness Systems)を設立
し，1981年１月から国内衛星通信サービスを開始したことである。将来，
この衛星通信分野が，コムサット，ＡＴ＆Ｔ，およびＩＢＭの３社によって
独占され，その他のシステムは脱落することも充分予想されるが, FCC
は，1972年の自由参入政策を有名無実化させないために，今後とも大いに
努力を続けていくことになろう42）。
　（2）競争導入政策のベル・システムに対する影響
　アメリカ電気通信産業における新しい競争時代の到来は，①べル・シス
テムの独占市場たる加入電話サービスの動向，②同社の投資戦略，③長距
離配線の技術革新，④マーケティング戦略等にいかなる影響を与えたであ
ろうか。以下にそれらの概要を，若干の統計資料によって明らかにしてお
こう43）。
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　図表８は，種類別電話機の発展状況（1940－1973年）を示したものであ
り，図表９は種類別電話機の製品ミックス，また図表10は，ベル・システ
図表８　種類別電話機の発展状況（1940－1973年）
図表９　種類別電話機の製品ミックス（1940－1973年）
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図表10　ベル・システム提供による端末機器の推移（1963－1973年）
ム提供による端末機器の推移（1963－1973年）を示したものである。これに
よって，住宅用電話の需要が確実に市場飽和に達していたこと，製品ミッ
クスが住宅用から事業用に重点移行したことが明らかとなり，以上の２点
については，端末機器市場におけるベル社の活動でも同様であったことを
理解できる。すなわち図表８によれば，第二次大戦中（1940－1945年），政府
のカルテル政策と賃金・物価統制の下で，住宅用主要電話は6.58パーセン
ト，事業用主要電話は3.20パーセントの成長を示したが，住宅用内線サー
ビスは4.08パーセントのマイナス成長となり，事業用内線は戦時統制が厳
しくなかったことから5.18パーセントの成長を遂げることができた。大戦
後（1946－1956年），需要の抑圧と可処分所得の向上によって，住宅用主要
電話は7.42パーセント，住宅用内線電話は19.6パーセントの成長となり。
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これは，ベル社が住宅用電話の潜在的市場を開拓し，電話の需要は可処分
所得によって影響されることを示している。この期の事業用成長率は，主
要電話が4.78パーセント，内線電話は8.26パーセントであった。次の守勢
的な独占期間（1957－1969年）には，主要電話，内線電話について住宅用，
事業用の需要がともに低下したが，それは抑圧的なマーケティング戦略，
市場飽和，ベル社側の消極的行動による。この低下傾向はその後の期間
（1970－1973年）も続き，住宅用主要電話は3.25パーセントから3.15パーセ
ント，内線電話は11.36パーセントから7.75パーセントに低下し,また事業
用主要電話も3.39パーセントから3.85パーセント，内線電話は5.63パーセ
ントから4.75パーセントに低下した。 ＰＢＸやセントレックス(Centrex.
1961年に初めて導入された事業用機器で，大きな事務所内で自動交換と外線から内
線へのダイヤル直通を可能とするもの）の端末機器についても，同様に低下傾
向にあった。大戦中，ＰＢＸの平均年成長率は5.54パーセントであったが，
戦後回復期に5.18パーセントに低下し，その後も低下は続いて2.97パーセ
ントとなり，最終的にそれは0.4パーセントとなった。ベル社によって提
供された補助電話機の中で，輝かしい成果を上げた唯一のものはセント
レックスで，それは1957－1969年に27.55パーセントの成長を示し，1970
－1973年に11.72パーセントの成長を維持することができた（図表8）44）。
　以上によって，ベル・システムの独占市場たる加入電話サービスについ
て云えば，べル社はこの期間（1940－1973年）にすべてのサービスを悪化さ
せつつあり，絶対的数字では成長していたが年成長率は大きく低下してい
たのである。特にベル社によって提供された住宅用主要電話は市場飽和に
達し，1950年にそれはベル活動の62パーセントを占めていたが，1973年に
45.52パーセントとなった（図表９）。一方，事業用電話の機会は新しいコ
ミュニケーションに関連したビジネス活動の結果として拡張したことが明
らかで，このような伝統的住宅用サービスから事業用関連サービスヘの重
点移行は，1963－1973年の端末機器市場の発展にも見られる（図表10）。ベ
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ル社の端末機器に関するカーターフォン以前と以後の比較で，成長率はと
もに10.1パーセントであったが，その売上高の内訳は，ダイヤル装置や応
答器のごとき伝統的機器から，ＰＢＸ（業務用私設交換台）やＫＴＳ（押しボタ
ソ付き電話装置）のようなビジネス関連機器へと成長の移動を示している。
つまり，競争的参入にしたがったサービスは成長していたが，伝統的サー
ビスは低下したということである45）。
　図表11は，ベル・システムにおける投資の推移（1940－1973年）を示した
ものであり，図表12は，それを期間別に要約したものである。独占期間
に，ベル・システムは成長を抑制し，新技術の方向，割合，応用をコント
ロールして参入を制限してきた。しかし，参入がベル・システム内の変化
を刺激する結果となり，変化する市場状況に対応するベル社の投資活動
は，新建設工事，電話関連設備，電話機１台当たりの投資額の増加となっ
て表れた。1940－1956年に，建設工事の平均成長率は22.40パーセント，電
話関連設備は8.4パーセント，電話機１台当たり投資額は1.4パーセントで
あったが，次の1957－1973年に，それぞれ9.09パーセント，10.05パーセン
ト, 5.9パーセントとなった（図表12）。調査をさらに細かい期間に分けて分
析すると，戦時中はマイナス，1946－1956年の復興期は投資の急速な成長
期，1957－1969年の守勢的な独占期間に投資率は低下するが，1970－1973
年のＦＣＣによる参入自由化政策によって建設投資は再び増加したことが
分かる。すなわち，参入は戦後復興と同様に建設と投資に大きな活力と
なったのである。またカーターフォン以前と以後で各投資額に差がある
が，これによっても競争的参入の影響は大きかったと云える（図表13）46）。
　図表14は，長距離伝送ネットワークの配線ミックスを示したものであ
り，図表15は，そのうち同軸ケーブルとマイクロウェーブについてカー
ターフォン以前と以後の推移を対比したものである。これによって，べル
・システム内における新技術の応用の程度を知ることができる。すなわ
ち，1940年代にベル社のすべての配線ネットワークは電話線と単純ケーブ
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図表11　ベル・システムにおける投資の推移（1940－1973年）
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図表12　期間別投資額の推移（1940－1973年）
図表13　カーターフォン以前と以後における投資比較（1962－1973年）
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図表14　長距離伝送ネットワークの配線ミックス
図表15　同轍ケーブルとマイクロウェーブの推移（1962－1973年）
ルであったが，1950年代までに配線ネットワータの28.91パーセントが回
軸ケーブル，1960年までに31.46パーセントが同轍ケーブル，38.30パーセ
ントがマイクロウェーブとなった。さらに，1973年までに同軸ケーブルは
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22.98パーセント，マイクロウェーブは62.85パーセントとなり，こうして
新技術（同軸ケーブルとｰ・イクロウェーブ）はベル・システムの配線ネット
ワークの85.83パーセントを占めるまでになったのである（図表14）。
　古いものから新しい伝送技術へのこの33年間の転換は巨大な投資を必要
としたが，これによってベル社の参入障壁は維持され，同時にベル社は，
データ・サービスのごとき新しいサービスを提供するために，このマイク
ロウェーブ・システムを利用できた。　しかし，図表15に見るように，回軸
ケーブルとマイクロウェーブヘの技術転換の割合は競争参入以前から大き
図表16　研究開発費と販売・広告費の推移
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く，同軸ケーブルはカーターフォン以前の転換率が15.53パーセント，マ
イクロウェーブは25.48パーセントで，カーターフォン以後はそれぞれ13.
1パーセント，16.91パーセントに低下した。つまり1969年までに，配線
ネットワークのほぼ70パーセントがこの新しい技術に転換していたのであ
り，それは新市場の開拓のためというより，既存のマーケット・シェアー
を保全することがその主たる要因であったと云える47）。
　マーケティング活動については，べル社の機能分野では最近まであまり
目立ったものではなかったが，その活動の重要性は，この期間のＲ＆Ｄ活
動と販売・広告費の増加によって示される。図表16は，研究開発費と販売
・広告費の推移（1954－1973年）を示したものであり，図表17は，それぞれ
図表17　カーターフォン以前と以後における研究開発費と販売・広告費の対比
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のカーターフォン以前と以後の増加を対比したものである。　これによっ
て，カーターフォン以前にはベル社は販売・広告費を抑えても独占力に
よって市場地位を維持できたので，その平均成長率は0.0286パーセントの
割合で低下していたが，私設ラインやデータサービスが競争的圧力を増す
とベル社は独占力を行使できず，これらの支出の平均成長率を9.23パーセ
ントに増加したことが明らかである(図表17)。Ｒ＆Ｄ活動も同様で，6.13
パーセントから11.75パーセントに増加した。このことは，ヴェイルの独
占的支配の下では，べル・システムは新しいサービスの導入を必要とせ
ず，この分野の支出は相対的に低く抑えられていたが，競争的圧力の下で
ベル・システムが市場支配力を維持するためには，新しいサービスやプロ
グラムを開発し市場化しなければならなかったことを示している(図表
16)48)。
　　５．結　　語
　以上，われわれはこれまで, FCCの主導の下に，アメリカの電気通信産
業においては，特殊通信サービス（特に専用線サービス），端末機器，国内衛
星通信サービスなどの副次的市場分野に自由競争原理が導入され，
ＡＴ＆Ｔなどの既存の通信事業者とＭＣＩなど新規参入者との間，ならびに
新規参入者相互間における競争が，今後ますます激化していくものと予想
されることを明らかにしてきたが，こうしたＦＣＣの基本方針の変更につ
いては，次のように要約することができるであろう49）。
Ｌ　一般に電気通信産業を国家的事業として運営している国においては，
電気通信産業は本来的に自然独占的性格をもっており，公益事業として独
占的に運営されることによって公共の利益が達成されると理解されている。
ところが創業以来，「一貫して私企業経営」に徹してきたアメリカ電話事
業においては，電気通信産業を含めてすべての産業企業が本来的に自由競
争のもとに運営されるべきであって，「完全かつ公正な競争」が最も「公共
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の利益」に合致すると考えられている。そして，この原則によってはどう
しても「公共の利益」を守ることができない場合にのみ，例外的に「独
占」を認め，「規制」を行うものとしてきた。したがって，この期間中
（1957－1973年）にＦＣＣによってアメリカ電気通信産業分野に大巾に「自由
競争原理が導入された」ことは，それは基本的には「導入」ではなく，こ
れまでの独占という例外条件が解除されて本来の自由競争の理念に立返っ
たと理解した方が，アメリカにおいては正しいと思われる。
2.この期にＦＣＣの基本方針が変更され，規制緩和が拡大し自由化が促
進された要因としては，第二次大戦以降の技術革新の進展，電気通信産業
の需給両サイドにおける変化，連邦政府による総合的通信政策の発表等さ
まざまなものが考えられるが，このうち特に，第二次大戦以後に住宅用基
本電話サービスが市場飽和に達し（1973年度のアタリカにおける電話所有世帯
の割合は約95パーセント），その一方で，大ロビジネス用通信に対する需要の
増大という事実に注目しなければならない。すなわち，専用線サービスの
成長率は既に第二次大戦直後から年々，一般加入者電話サービスのそれを
はるかに上回っており（但し，収益額では電話基本料収益および長距離電話収益
に遠くおよぼない），この傾向は今後とも増幅していくものと予想される。
しかも同時に，後者の電話基本サービスが同質的・画一的であったのに対
し，ビジネス用通信は個性的・異質的であるところにその特徴があり，こ
うした既存通信事業者のサービスでは満たされない特殊の通信需要にマッ
チした通信サービスを提供することをねらいとして，1960年代以降，種々
のライバル企業が多数出現することになったのである。
3.1934年通信法は，独占を法定しておらず「事実上の独占」が成立して
いるだけであり，したがって公衆通信事業者の遵守すべき事項について，
公正かつ合理的な料金・サービスの提供，差別・優遇の禁止，タリフ（営
業規則，料金表）の事前審査，設備計画の公共的必要性の証明など大綱しか
定めておらず，ほとんどのルールはＦＣＣ規則によってきた。このため，専
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門的行政能力を備え，立法・司法の諸機能を果す独立行政委員会ＦＣＣの
役割は大きく，独占時代の通信法の下で，技術と市場の変化に挑戦する新
規参入希望者が表れた時，委員会の判断によって規制が緩和されることが
あり得る。こうしてＦＣＣは，ネットワーク分野では1969年のＭＣＩ裁定に
よる専用線サービスの競争自由化，端末分野では1968年のカーターフォン
裁定により自営機器を認可したが，一旦競争を認めると，次から次へと競
争参入の申請を受けてＦＣＣはそれらを認めざるを得ないことになり，歯
止めがかからないことになった。通信の自由化にあたって制度改革が先行
せざるを得ない「法定独占」の国と違って，アメリカは独占の基調の中で
ＦＣＣ政策によって「なし崩しの自由化」が波状的に進められたわけであ
り，これについて元NTIA (National TelecommunicationsInformation
Agency.全国電気通信情報庁）長官ヘンリー・ダラー(Henry Geller)は，「すべ
りやすい坂の症候群」（“Ａslipperyslopesyndrome”）と表している5o）。
4.しかし，ここで特に指摘しておきたいことは, FCCが一連の規制緩和
・自由化促進に当たって，それが将来，ＡＴ＆Ｔの根幹をゆるがすことにな
るとは夢にも考えていなかったということである。　ＦＣＣは，専用線とか
端末機器の一部について，ＡＴ＆Ｔが十分対応してこなかった電気通信の
ごく部分的な市場の開放を認めたものであって，一般的な長距離・ローカ
ル通信サービスや本電話機まで競争を認めるようになることを当初から見
通したものではなかった。例えば，ＡＴ＆Ｔの全収入（1970年には約169億ド
ル）のうち，競争により奪われる可能性のある州際専用線からの収入は全
敗大の約４パーセントにすぎなかった。つまり，州際専用線サービスはま
だ全敗大のかなり小さい割合しか構成していなかったし，さらにＦＣＣは，
ＡＴ＆Ｔが特殊通信サービスの市場成長とともに，その巨大な競争力に
よって潜在市場において高いシェアーを獲得することになろうと考えてい
たのである51）。
5.アメリカ電気通信産業は，マイクロウェーブや衛星通信時代の到来に
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よって象徴されるように大きな変貌を遂げているが，それを規制する方法
が1934年制定の通信法に基づいており，しかも，被規制事業の急速な発展
に対して非常に弱体なＦＣＣが規制を担当しているところに大きな問題が
ある。ＦＣＣは時代遅れの法律の下で,放送事業を含めて世界最大の私企業
ＡＴ＆Ｔの事業活動を規制しなければならず，ＦＣＣの決定がしばしば後手
後手にまわっていることは否定できない。アメリカ電気通信業界は，技術
革新を通じて着々とその分野を拡大しつつあるが，電気通信産業のこのよ
うな発展を阻害しないように，しかも利用者の利益を保護し，国民経済全
体の効率化を促進するような効果的な規制方法が模索されている。そのた
めの方策としては，新しい連邦通信法を制定し，規制を時代の変化に即応
したものに改めること等が検討されているが，いずれにせよ電気通信産業
は技術革新が集中して表れている分野であり，現在および近い将来におい
て，流動的な状態が続くことが予想される。また本格的な情報社会へ移行
しつつあるアメリカ社会の発展を考慮するならば，単なる法律の改革で事
態は解決されるはずはなく，今後とも電気通信業界の再編問題が議論され
ることは必至と云えよう。
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